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第６章 参考資料 

 

○松浦市中小企業振興基本条例 

松浦市は長崎県北部に位置し、豊かな自然と歴史、文化に恵まれた資源豊かな街である。古く

は炭鉱の街として栄え、現在では食を支える農林水産業をはじめ、エネルギー関連産業、流通業

及び石工業など、多くの中小企業によって地域の雇用と経済が支えられている。 

松浦市が将来にわたり住みよい街であり続けるためには、安定的で活力ある地域経済と豊かな

市民生活が重要であり、中小企業による雇用の維持、拡大及び社会への貢献がまちづくりの基盤

である。 

このように、本市において中小企業の振興が地域経済の活性化のために欠かせないことを地域

全体で理解し、協働して地域経済の振興を図るとともに本市の発展に資するため、この条例を制

定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、本市の中小企業に関する施策（以下「施策」という。）について、その基本

理念、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、市の責務等を明らかにすることに

より、施策を総合的かつ計画的に推進し、もって市内経済の健全な発展及び市民生活の向上に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに

該当するものをいう。 

(２) 経済団体 商工会議所、商工会及び中小企業の振興を図ることを目的とする団体をいう。 

(３) 金融機関 銀行、信用金庫、信用協同組合その他の金融業を行う者をいう。 

(４) 大企業者 中小企業者以外の事業者をいう。 

(５) 市民 市内に住所を有する者又は市内に通勤し、若しくは通学する者をいう。 

(６) 小規模企業者 第１号に掲げるもののうち、中小企業基本法第２条第５項に該当するも

のをいう。 

（基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、中小企業者の自らの創意工夫と自主的な努力を尊重し、国、県及び

その他の機関（以下「国等」という。）との連携を図り、協力を得ながら、地域全体で協働し

て豊かで暮らしやすい街を実現するために推進することを基本とする。 

（基本方針） 

第４条 市は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる基本方針に基づき、施策を講ずるもの

とする。 

(１) 中小企業の経営革新及び経営基盤の強化を図ること。 

(２) 中小企業を支える産業人材の確保及び育成を図ること。 

(３) 新たな産業と雇用を創り出す創業及び第二創業の支援を行うこと。 

(４) 中小企業者の連携による事業の推進を図ること。 

(５) 産業に関する情報発信及び交流人口拡大の施策を図ること。 
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（市の責務） 

第５条 市は、基本方針にのっとり、社会経済情勢の変化に応じた施策を総合的かつ計画的に推

進し、実施する責務を有する。 

２ 市は、施策の実施に要する庁内体制の整備及び財政上の措置を講じるよう努めなければなら

ない。 

３ 市は、国等との連携及び協力に努めるものとし、必要に応じて国等に対し施策の充実及び改

善の要請を行うものとする。 

（中小企業者の役割） 

第６条 中小企業者は、社会経済情勢の変化に応じ、自主的に経営基盤の強化、雇用機会の確保、

人材の育成及び福利厚生の充実に努めるものとする。 

２ 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会と協働して、

地域の発展に積極的に取り組むよう努めるものとする。 

３ 中小企業者は、経済団体が行う活動及び市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

（経済団体の役割） 

第７条 経済団体は、中小企業者の経営の向上及び改善に積極的に取り組むとともに、市が実施

する施策に協力するよう努めるものとする。 

（金融機関の役割） 

第８条 金融機関は、中小企業の振興が本市経済の発展に寄与することを考慮し、市が実施する

施策に協力するよう努めるものとする。 

（大企業者の役割） 

第９条 大企業者は、中小企業の振興が本市経済の発展において果たす役割の重要性を理解し、

中小企業者との連携を図るとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市民の理解と協力） 

第10条 市民は、中小企業の振興が市民生活の向上に果たす役割の重要性を理解し、施策の推進

及び中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（小規模企業者への配慮） 

第11条 市は、施策の推進に当たり、経営資源の確保が困難であることが多い小規模企業者の事

情に配慮するよう努めるものとする。 

２ 経済団体は、国等と連携し、小規模企業者に対するきめ細やかな支援を行うよう努めるもの

とする。 

（意見の反映） 

第12条 市長は、施策の策定に当たっては、中小企業者その他の関係者の意見を反映させるため、

松浦市中小企業振興会議（以下「会議」という。）を設置する。 

２ 会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第12条の規定は平成27年４月１日から施行す

る。 
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